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概 要  
企業がイノベーションを実施するためには、従業員の創造性をマネジメントすることが重要である。
また、日本の製造業が抱える課題として、市場ニーズの多様性への対処があげられる。本研究は、従来
の創造性研究のアプローチに、「技術志向」と「マーケット志向」という新たな視点を加え、創造性を従
来研究で多用されている創造的行動尺度ではなく、アウトプットとして「創造的成果物」を定義し、ミ
クロ組織論の観点から検討した。具体的には、「マーケット志向」にもとづく創造的なアイデアの創出（マ
ーケット志向性創造的プロセス行動）が、研究開発組織による「創造的成果物」の創出に正の影響を与
えるという仮説を設定した。研究の方法は、研究開発組織の従業員 282 名を対象に質問票形式の調査を
実施し、多変量解析の手法を用いて検証を行った。検証の結果、「技術志向性創造的プロセス行動」と「マ
ーケット志向性創造的プロセス行動」は、いずれも創造性を介して「創造的成果物」との間に正の間接
的な関係が認められた。また、「技術志向」の方が「マーケット志向」よりも創造性との関係は強かった。
一方、「マーケット志向性創造的プロセス行動」は、「創造的成果物」との間に負の直接的な関係も認め
られた。そこで、研究開発組織の組織風土が果たしうる役割に目を向け、組織風土が調整変数として作
用する修正モデルを提起し、再度検証を行った。その結果、「マーケット志向性創造的プロセス行動」と
「創造的成果物」の間の負の関係は、メンバーの独自性を推奨する「独自性支援型組織風土」によって
正の方向に調整されることが確認された。従って、「マーケット志向」は「独自性支援型」の組織風土が
弱い場合には研究開発組織の「創造的成果物」を抑制するが、この組織風土が強い場合には「創造的成
果物」を維持可能であることが示された。本研究の実務的含意として、研究開発組織の創造性マネジメ
ントにおける以下に示す重要なポイントが見い出された。①メンバーの「技術志向」の専門性スキルを
高めることは重要である。②ジョブ・ローテーションや研修制度によって「マーケット志向」を身に付
けさせることが創造性につながるが、同時に独自性を支援する組織風土作りが重要である。③「技術志
向」と「マーケット志向」のいずれの創造性にも、メンバーの内発的動機づけを高めることが重要であ
る。④関係部門との連携を強化する組織間コミュニケーションやコンフリクトが創造性に有効である。
⑤研究開発組織のメンバーが、先例にとらわれない独自の発想やアプローチを試み、創造性を発揮する
ことが推奨され、メンバーの多様な考え方やスキルを受け入れる組織風土を作ることが、創造的な成果
物の創出につながる。  
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１． はじめに 
1.1  研究背景  
人工知能（AI）やモノのインターネット（IOT）をはじめとしたテクノロジーの進
化、経済のグローバル化、雇用形態の多様化など、企業の競争環境は激しく変化して
いる。かつて、日本の製造業は高い技術力を武器として経済を牽引したが、近年では
独自の進化を遂げた日本の技術は「ガラパゴス化」と揶揄されている。米国科学財団
（National Science Foundation, NSF）が発表している「ハイテク産業付加価値の世界
シェア」によると、日本のハイテク産業製品の付加価値のシェアは 2000 年以降低下し
ており、日本の技術の国際的な競争力低下が懸念されている（図 1）。  
経済産業省（2016）の統計による研究開発費総額の国際比較では、日本の研究開発
費はアメリカ、中国に次ぐ第三位で、国際的にも高い水準を維持している。みずほ総
合研究所（2010）によると、日本は研究開発費総額こそ高いものの、研究開発効率が
低いことが問題であり、その要因として、 ①収益率の低い産業や分野に研究開発投資
が集中していること、②従来の日本の強みであったプロセス・イノベーション（カイ
ゼン）の国際的価値が低下していること、③海外需要を取り込むことができず、技術
を企業収益につなげる力が弱いことが指摘されている。また、日本企業はニーズの多
様化への対処が苦手であり、「自前主義や消費者のニーズからかけ離れた『過剰』付
加価値戦略」（みずほ総合研究所 , 2010, p. 34）に走りがちであるとの指摘もある。こ
のような背景から、近年の日本企業にとってイノベーションはますます重要な経営課
題になってきていると言える。  
Schumpeter（1912 塩野谷他訳 1977）によると、イノベーション1とは経済の発展を
もたらす新しい生産方法である。また、イノベーションは「市場で実現され、経済的
成果（発展）をもたらすもの」（稲水 , 2017, p. 214）でなければならない。イノベーシ
ョンを実現するためには、その過程において創造的なアイデアを生み出し、それを実
行する必要がある。この創造的なアイデアを生み出すために重要な要素が「創造性
（creativity）」である。ビジネスフィールドにおける創造性とは、「新規であり（独
自性があり予期できないもの）、適切な（有用であり業務上の制約に適応できる）生
産的活動」（Sternberg, 1999, p. 3）を指す。Amabile（1988）は、個人を取り巻く環境
要因や組織要因が、従業員の創造性を促進したり阻害したりすることを示し、創造性
を高めるためにはマネジメントが重要であることを示した。創造性マネジメントは、
近年の経営学でも注目の高いトピックの 1 つである（e.g., Dong, Bartol, Zhang & Li, 
2017; Liu, Gong, Zhou & Huang, 2017; Perry-Smith & Mannucci, 2017）。  
 
                                                   
1  Schumpeter（1912 塩野谷他訳 1977）の著書の中では、「イノベーション」ではなく、「新
結合」という用語が使われた。「新結合」の概念には 5 種類があり、①新しい財貨の生産、
②新しい生産方法の導入、③新しい販路の開拓、④原料あるいは半製品の新しい供給源の獲
得、⑤新しい組織の実現、であるとした（p. 182）。  
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図 1 ハイテク産業製品付加価値の世界上位  5 ヶ国のシェア  
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注釈）付加価値は、国、企業、または他の事業体が財またはサービスの価値に寄与する
金額であり、国内および外国から購入した原材料や投入物の金額は含ない。  
   ハイテク製造業には、経済協力開発機構（OECD）分類の航空宇宙、通信および
半導体、コンピュータおよびオフィス機器、医薬品、科学機器および計測機器が
含まれる。中国には香港が含まれる。   
出所）Science and Engineering Indicators（National Science Board, 2016）のデータか
ら筆者作図  
 
1.2  既存の創造性研究の課題  
既存の創造性研究を広範にレビューした結果、本研究の対象である研究開発組織と
その人材の問題に特化した場合、大きく以下の 3 つの課題が指摘できる。  
第 1 に、関本・和多田（2012）が指摘するように、創造性に関する研究は数多くあ
るが、ビジネスフィールドを対象とした実証研究は必ずしも豊富な蓄積があるとは言
えない。その理由として、創造性の研究対象が、主に芸術関係者や学生、業績をとも
なわない研究機関であることが挙げられる。例えば、木村（2016）は大学の研究者を
対象として、チーム学習行動と集団特性が創造的成果に与える影響を検討している。
この研究では、創造的成果を「これまでになかった新しい方法で、仕事を進めること
ができた」や「今までの考えにとらわれないサービスを提供することができた」など
の個人の行動尺度で測定しているが、実際の商品として市場に投入されたかどうかは
判別できないため、ビジネスフィールドにおける調査の尺度として適切であるとは言
えない。  
第 2 に、既存の創造性研究においては、企業の研究開発組織にとって重要な課題で
ある技術的視点とマーケティング的視点の統合に関して、イノベーションの創出に関
する議論が十分になされていない。特に、個々の従業員の創造性や創造的行動などの
ミクロ組織論の視点を組み込んだ、上記の統合と製品開発の成果に関する検討はほと
んどなされていない。企業の研究開発組織では、技術的な視点から市場のニーズを把
握し、新しい技術をもたらすアイデアの創出が求められる。しかし、そのアイデアが
市場に受け入れられ、経済的成果をもたらすためには、顧客が何を求めているのかと
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いったマーケット視点が重要である（尚、ここでの顧客とは、最終消費者に限らず、
社内の関係部署も含んだ顧客概念である）。実際に、新商品開発における研究開発組
織とマーケティング部門の機能統合の効果については、マクロ組織論の観点からの先
行研究が存在する（e.g., 川上 , 2005; Song & Xie, 2000）。しかし、それらの多くは新
製品の売上シェアや企業業績への貢献程度を評価尺度としており、個々の従業員の創
造性や行動に対する影響は検討されていない。  
第 3 に、ミクロ組織論からの研究では、従業員の創造性発揮の促進要因としてリー
ダーシップや組織風土に焦点が当てられているものの、部門間での知識の融合や創発
に関する視点はほとんど検討されていない。例えば、Scott & Bruce（1994）は、イノ
ベーション活動のプロセスにおいて、創造性を発揮してアイデアを実行することが推
奨される組織風土、即ち革新支援型（support for innovation）組織風土の重要性を指
摘している。また、チーム全体が組織として創造性を発揮し、変革につながる行動を
実践するためには、変革型リーダーシップの重要性も指摘されている（Avolio & Bass, 
1995）。しかし、このような組織風土やリーダーシップが、研究開発組織におけるマ
ーケティング的な視点（以下、マーケット志向）に対してどのような影響を与えるの
かについては、十分な研究結果が蓄積されていない。  
 
1.3  本研究の目的  
以上の研究背景・課題をもとに、本研究は製造業の研究開発組織を対象として、マ
ーケット志向にもとづく創造性が、成果物としてのプロダクト（製品・サービス・技
術・プロセス）に与える影響と、その過程における革新支援型組織風土の役割を調査
し、その影響過程を明らかにする。具体的には、以下の 3 点が本研究の目的である。  
第 1 に、創造性の成果物を企業の研究開発活動のアウトプットであるプロダクト（製
品・サービス・技術・プロセス）として定義し、創造性の影響過程を検討する。第 2
に、研究開発組織が創造的アイデアを生み出して成果物へとつながる過程において、
マーケット志向がもたらす影響を検討する。第 3 に、マーケット志向にもとづく創造
性と、革新支援型組織風土との関係性について検討する。実務的含意としては、研究
開発組織の成果物をより多く生み出す組織要因や環境要因を明らかにすることで、研
究開発組織における創造性マネジメントのあるべき姿の一つを示すことが本研究の目
的である。  
以上の研究目的は、製造業の研究開発組織に従事する 282 名を対象とした質問票形
式による調査データの多変量解析により実証的に検証される。また、研究開発組織の
成果向上を促進する組織要因および環境要因を明らかにすることで、効果的な研究開
発マネジメント手法に関するあるべき姿の一つを提起する。  
 
２． 理論的枠組みと仮説  
2.1  イノベーション・プロセスと革新的行動 
Kanter（1988）は、イノベーションは 4 つのプロセスを経て起こることを提唱した。
即ち、①問題を発見し、問題解決のためのアイデアを創出するプロセス、②アイデア
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を実現するための協力者（スポンサー、パートナーなど）を獲得するプロセス、③ア
イデアを実現し、製品を生み出すプロセス、④市場に出し拡散するプロセスである。  
Scott & Bruce（1994）は、イノベーションはアイデアの創造と実行をともなったプ
ロセスであり、その行動プロセスを「革新的行動（innovative behavior）」と概念化
した。具体的には、以下の行動基準により定義されるものである。  
(1) 新しい技術、プロセス、手法、製品アイデアを探し出しているかどうか。  
(2) 創造的なアイデアを出しているかどうか。  
(3) 他者にアイデアを売り込んだり、支持したりしているかどうか。  
(4) アイデアの実行に必要な資金を調査、調達したかどうか。  
(5) アイデアを実行するための計画とスケジュールを立てたかどうか。  
(6) （上司から見て）革新的かどうか。  
米国企業の研究機関の研究者や技術者を対象とした調査から、Scott & Bruce（1994）
は、従業員の革新的行動を促進する環境要因として、「革新支援型（ support for 
innovation）の組織風土」が重要な役割を果たしている点を報告している。即ち、リ
ーダーが従業員の役割を自覚させ、創造性が発揮されることが奨励される職場の雰囲
気を作るなど、革新的行動を支援する組織風土を作ることが重要であることが示され
た。  
一方、Bear（2012）は、イノベーション自体がリスクを伴うプロセスであり、創造
性が高いほど実行可能性は下がり、実行可能性を高めるためには社内のネットワーク
形成能力（networking ability）が必要になることを指摘している。また、Janssen, Vliert 
& West（2004）は、創造的なアイデアは、そのアイデアが持つメリットよりも、従業
員同士のコンフリクト（衝突）や組織上の問題を生むリスクの方に着目されやすいこ
とを指摘している。さらに、Pfeffer & Sutton（2000）は、失敗のリスクを恐れたり、
周りの反発を恐れたりした結果、「分かってはいるけど実行できない」という認知的
ギャップが生じることを指摘し、knowing-doing gap と呼んだ。  
以上のように、イノベーション・プロセスにおいては、①創造的なアイデアが生ま
れやすい環境要因、②実行段階における認知的ギャップを乗り越えるための心理的要
因、③社会的ネットワーク（social network）要因、④市場に出す段階でのマーケティ
ング戦略や販売能力の要因などが複合的に絡んでいる。つまり、企業活動において、
イノベーションのプロセスは、研究開発組織、事業部門、マーケティング部門、販売
部門など様々な組織が関与するプロセスとして理解される必要がある。  
本研究では、企業において創造的アイデアの創出を担う主たる組織が研究開発組織、
実行段階を担う主たる組織が事業部門およびマーケティング部門であるという前提に
立ち、研究開発組織における創造性の発揮がアウトプットとしての創造的成果物へと
つながる影響過程について検討する。  
 
2.2  創造性と創造的プロセス行動 
創造性は、イノベーションの初期段階のプロセスにおいて発揮され、そこで生まれ
たアイデアが効果的に実行されることによって、組織的なイノベーションへとつなが
る（Amabile, 1988）。創造性の定義は様々であるが、ビジネスフィールドにおける創
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造性は、「有用であり、グループを満足させ、受け入れられる仕事」（Stein, 1953, p. 311）、
「個人あるいはグループ内の個人が協業して、新規で有用なアイデアを生み出すこと」
（Amabile, 1988, p. 126）、「新規で適切な生産的活動」（Sternberg, 1999, p. 3）など
と定義される。これらの共通項としては、①新規であること（新規性）、②有用であ
ること（有用性）、③受け入れられるものであること（受容性）の 3 つが創造性の条
件であると言えるだろう。  
Amabile（1988）は、個人が創造性を発揮するためには、以下の 3 つの構成要素が必
要であるとし、それぞれを以下のように説明した（図 2）。  
(1) 専門性スキル（domain-relevant skill）：専門分野における能力、知識、技能、
才能など。  
(2) 創造性スキル（creativity-relevant skill）：物事を新しい視点から捉える能力、
試行錯誤を厭わない仕事のスタイル、柔軟性の高さなど。  
(3) 内発的動機づけ（intrinsic task motivation）：個人の仕事そのもの対する興味、
仕事を引き受けた理由の受け止め方など。  
Amabile（1988）は、創造性とは個人に備わる特殊な能力に限定されるものではなく、
これらの構成要素をマネジメントによって高めることが重要であると指摘した。さら
に、この 3 要素の中で内発的動機づけを高めることが最も重要であるとし、内発的動
機づけを阻害する外部環境要因として、以下をあげた。  
・外発的動機づけが強いこと（報酬に差がつく、評価が気になるなど）。  
・業務上の制約が多いこと（自由に出来ない、納期が厳しいなど）。  
・競争が激しい（同僚が気になるなど）。  
・心理的距離が大きい（周囲のサポートが得られないなど）。  
 
図 2 創造性の 3 つの構成要素  
 
出所）Amabile（1988）をもとに筆者作成  
 
創造性を測定する方法については、多くの先行研究がある。大きく 2 種類のアプロ
ーチ方法があり、創造性の高い人のパーソナリティ特性に焦点をあてた測定方法と、
創造性の高い人が生み出した成果物に焦点をあてた測定方法がある（関本・和多田 , 
2012）。このうち最近の創造性研究では、前者の「パーソナリティ特性」に焦点をあ
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てた測定方法が用いられることが多い。具体的には、研究者が創造性を発揮する過程
における行動に関する項目（創造的行動尺度）を質問紙にリストアップし、被験者本
人もしくは他者がそれぞれの項目の発揮度を評価する方法が採用されている。この方
法をもとに Zhang & Bartol（2010）は、創造性が発揮されるプロセスについて、内発
的動機づけが「創造的プロセス行動（creative process engagement）」を経て、創造性
に至ることを明らかにした。「創造的プロセス行動」とは、創造性の初期のプロセス
である問題発見、情報収集や精査など、アイデアを創出するための初期行動と定義さ
れている（Zhang & Bartol, 2010）。  
以上の議論から、創造性に関わる概念として、「創造的プロセス行動」、「創造性」、
「創造的成果物」の 3 つの概念レベルが存在し、それぞれが何らかの影響関係にある
ことが分かる。本研究では、上記 3 概念を以下のように定義する。  
(1) 創造的プロセス行動：研究開発組織における問題発見、問題解決のためのアイ
デア創出に着手する過程。  
(2) 創造性：創造的なアイデアを生み出し、問題の解決に向けて行動する過程。  
(3) 創造的成果物 ：アイデアが実行されて生み出されたプロダクト（製品・サービ
ス・技術・生産プロセス）。  
 
2.3 創造的成果物 
上述の（3）の通り、「創造的成果物」は創造的アイデアが実行され、生み出された
プロダクト（製品・サービス・技術・生産プロセス）を指す。これに対し、「イノベ
ーション」は、創造的成果物が市場において経済効果をもたらす現象を指す。延岡
（2006）は、イノベーションはその程度によって「革新的イノベーション（radical 
innovation）」と「改善的イノベーション（incremental innovation）」に大別される
とした。革新的か改善的かの違いについては、「市場にはこれまで存在したとしても、
ある企業にとって初めてであれば、その企業にとっては革新的」（延岡 , 2006, p. 152）
と捉えることができるとした。本研究は研究開発組織における創造性の影響過程を検
討するものであることから、研究開発組織から生まれたアイデアによる成果物を「創
造的成果物」と定義し、その売上規模や業績への貢献程度、革新的か改善的かの違い
は問わないこととする。  
本研究では、創造的成果物を具体的に定義するにあたって、文部科学省（2016）が
定期的に実施している全国イノベーション調査統計報告の定義を参考とする。全国イ
ノベーション調査統計報告では、イノベーションを①プロダクト・イノベーション、
②プロセス・イノベーション、③マーケティング・イノベーション、④組織イノベー
ションの 4つに分類し、それぞれを以下のように定義している（以下、文部科学省（2016）
「第 4 回全国イノベーション調査統計報告」pp. 55～56 より抜粋）。  
 
プロダクト・イノベーション：技術仕様、部品・材料、組み込まれてい
るソフトウェア、使いやすさ、又は他の機能的特性といった点について、
新しい又は大幅に改善された製品（商品）又はサービスの市場への導入を
意味する。本  [研究] でのプロダクト・イノベーションは、自社にとって
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新しいものと定義し、必ずしも市場にとって新しい必要はない。また、プ
ロダクト・イノベーションには、新しい知識又は技術の活用のみならず、
既存の知識又は技術の新たな利用や組み合わせに基づくものを含んでお
り、既存の製品及びサービスであっても、機能的あるいはユーザ特性の点
について、新しく又は大幅な改善があれば、それらはプロダクト・イノベ
ーションに含まれる。しかしながら、・・・ルーチン化されたアップグレ
ードあるいは定期的・季節ごとに行われる変更は、プロダクト・イノベー
ションに含まれない。  
 
プロセス・イノベーション：新しい又は大幅に改善された生産工程又は
配送方法の自社内における導入を意味し、技法、装置（機器）及びソフト
ウェアに関する大幅な変化もその対象とする。・・・本  [研究] でのプロ
セス・イノベーションは、自社にとって新しいものであると定義し、自社
が必ずしもこのプロセスを導入した最初の者である必要はない。・・・な
お、本  [研究] のプロセス・イノベーションは、1 単位当たりの生産コス
ト又は配送コストの減少、質の向上、若しくは新しい又は大幅に改善され
た製品又はサービスの生産あるいは配送、といった成果が意図されたもの
である。  
 
マーケティング・イノベーション：製品又はサービスのデザイン又は包
装の大幅な変更、販売経路、販売促進方法、あるいは価格設定方法に係る
新しいマーケティング方法の自社内における導入を意味する。  
 
組織イノベーション：企業の業務慣行、職場組織又は社外関係に関する
新しい方法の自社内における導入を意味している。ここで、業務慣行にお
ける組織イノベーションとは、業務の遂行に関するルーチンや手順を組織
化するための新しい方法に関するものであり、企業内における学習や知識
共有を促す新しい慣行の実施を含んでいる。  
 
上記の 4 種類のイノベーションの内、「プロダクト・イノベーション」はまさに研
究開発組織が担うべきイノベーションである。一方、「プロセス・イノベーション」
と「組織イノベーション」は、研究開発組織よりも生産部門や管理部門による関与（問
題発見、問題解決に向けた行動、資源（人材・費用）の負担など）の方が大きいと考
えられる。また、「マーケティング・イノベーション」の内の「製品又はサービスの
デザイン又は包装の大幅な変更」について、延岡・木村・長内（2015）は「デザイン
とエンジニアリングを組織面・人材面でより統合的に実施する」（p. 19）ことが現代
企業のイノベーションには重要であると指摘している。即ち、デザインや容器の大幅
な変更を生み出すことは、マーケット志向にもとづく創造的活動の一つと捉えること
ができる。従って、「マーケティング・イノベーション」の内の「製品又はサービス
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のデザイン又は包装の大幅な変更」については、研究開発組織における創造的成果物
に該当するものとした。  
以上の議論から、本研究では創造的成果物を以下のように定義した。また、事業部
門やマーケティング部門などの他組織によって発案され、研究開発組織が依頼を受け
て実行した成果は、研究開発組織における創造的活動の成果物とは言えないことから、
「創造的成果物」とは区別して「委託
．．
成果物」を定義した。  
 
A. 創造的成果物（※以下の（1）～（3）の全てに該当するもの）  
(1) 研究開発組織によって発案された、自社にとって新しい技術、或いは既存技術
の組み合せであること。  
（※上記の技術が、既に市場に存在していた技術であっても構わない）  
(2) (1)の技術が製品化されている、或いは新製品・製品リニューアルに使われてい
ること。  
(3) 上記の技術・製品が、市場の既存技術や類似製品と比較して、製品の仕様・機
能・デザイン・用途・使いやすさで何らかの優位性を有していること。  
 
B. 委託成果物の定義（※以下の（1）と（2）のいずれかに該当するもの）  
(1) 事業部門、あるいはマーケティング部門、営業部門、生産部門から依頼を受け
て取り組んだ、自社における既存製品、或いは既存技術を改良したものである
こと。  
(2) 新商品が既存商品と比べて優れている点が、生産プロセスの改善や流通の効率
化によるコスト低減であるもの。  
 
 Amabile（1988）は、個人による創造性の発揮が、組織のイノベーションへとつなが
るプロセスに関して、モデルを提示している。その中で、組織のイノベーションに必
要な 3 要素として、①「資源管理（resources in the task domain）」、②「イノベーシ
ョン・マネジメント・スキル（skills in innovation management）」、③「イノベーシ
ョンへの動機づけ（motivation to innovate）」を挙げ、①「資源管理」は創造性の 3
要素の一つである「専門性スキル」と、②「イノベーション・マネジメント・スキル」
は同じく「創造性スキル」と、③「イノベーションへの動機づけ」は同じく「内発的
動機づけ」とそれぞれ共通しており、組織のイノベーションと個人の創造性は相互依
存関係にあることを指摘している（Amabile, 1988）。従って、従業員の創造性は、組
織のイノベーションを通じて創造的成果物の創出につながると考えられる。そこで、
本研究の第 1 の仮説として、以下を提起する。  
   
 仮説 1：研究開発組織における従業員の創造性は、創造的成果物と正の関係を有する。 
 
2.4 技術志向とマーケット志向 
 イノベーション・プロセスの議論の一つに、「イノベーションの発生が市場に牽引
されるのか、それとも科学技術の進歩によるものなのかという、いわゆる需要プル論
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と技術プッシュ論の対立」が存在する（川上, 2005, p. 10）。日本においては、製造業
が技術によって経済を引っ張ってきた歴史があるため、技術プッシュ論の方が根強い
支持を受けている感がある。また、組織の違いからは、研究開発組織は「技術プッシ
ュ型」の思考プロセスが強く、事業部門やマーケティング部門は「市場プル型」の思
考プロセスが強いと想像される。ここで本研究では、技術プッシュ型の思考プロセス
を「技術志向」、需要プル型の思考プロセスを「マーケット志向」と区別することと
する。表 1 に技術志向とマーケット志向の特徴、長所、短所をまとめた。  
 
表 1 技術志向とマーケット志向の違い  
 
 
 一方、「企業が業績向上、ひいては競争優位を確立するためには、企業が選択する
競争戦略と人材マネジメント施策との間に適合関係が存在することが重要」（竹内 , 
2008, p. 176）であるというコンティンジェンシー適合仮説理論がある。この理論によ
れば、イノベーションを競争戦略の柱とするためには、絶えず変化する市場ニーズに
対応しうる創造的な新商品を継続的に生み出す必要があり、研究開発戦略とマーケッ
ト志向にもとづく創造性マネジメント施策との適合関係が重要になると言える。  
 本研究では、マーケット志向にもとづく創造的プロセス行動を「マーケット志向性
創造的プロセス行動」、技術志向にもとづく創造的プロセス行動を「技術志向性創造
的プロセス行動」と定義する。その上で、マーケット志向性創造的プロセス行動によ
って生み出された創造性が、アウトプットとしての創造的成果物につながる過程に関
して仮説を設定する。従って、本研究の第 2 の仮説は以下の通りである。  
 
仮説 2：研究開発組織における従業員のマーケット志向性創造的プロセス行動は、
創造性と正の関係を有する。  
 
2.5 内発的動機づけ 
内発的動機づけは、何らかの物質的・経済的報酬や対人的・社会的報酬がない場合
でも、活動によって達成感や自己成長感、有能感が得られることで、行動そのものが
 技術志向  マーケット志向  
特  徴  
・ 技術プッシュ型  
・ プロダクトアウト商品  
・ 研究開発組織に特徴的な志向  
・ 市場プル型  
・ マーケットイン商品  
・ マーケティング部門、事業部門、販売部門に特徴的
な志向  
長  所  
・ 優れた技術を用いた「機能的価値」を追求した
商品は、模倣困難性が高い。 
・ 知財化による差別化が可能。 
・ 「情緒的価値」による顧客満足を追求するため、市
場に受け入れられやすい。 
・ 開発期間の短縮とコストの節約がしやすい。  
短  所  
・ 独自技術を有していなければ、そもそも実行で
きない。 
・ 技術の進歩が消費者の知覚可能なレベルを
超 え て い る 可 能 性 が 指 摘 さ れ て い る 。
(Christensen, 1997 伊豆原訳 2000) 
・ 技術的には優れていても、消費者ニーズに合
致しないリスクが内包する。 
・ 顧客の要求に従うと模倣的で創造性に欠ける商品
に陥りがちであることが指摘されている。(O’Connor, 
1998) 
・ 顧客ニーズには顕在化したものと潜在化しているもの
があり、潜在ニーズを探索するのは難しい。  
・ 技術的要素の少ない商品は、競合から模倣されや
すい。 
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動機づけ要因になるものと定義される（Deci, 1975 安藤他訳 1980）。他方、金銭によ
る経済的報酬、名誉や賞賛、謝意などの社会的報酬などによる動機づけを外発的動機
づけという。Deci（1971）は、内発的に動機づけられた集団に外的報酬を与えると、
内発的動機づけが低下して、行動を単なる報酬のためのものに変化させることを実験
的に確認している。  
Zhang & Bartol（2010）は、内発的動機づけが創造的プロセス行動を経て、創造性
につながることを示した。そこで本研究では、内発的動機づけが技術志向性創造的プ
ロセス行動とマーケット志向性創造的プロセス行動の両方と正の関係を有するという
仮説を設定する。従って、本研究の第 3 の仮説は以下の通りである。  
 
仮説 3-a：内発的動機づけは、技術志向性創造的プロセス行動と正の関係を有する。 
 
仮説 3-b：内発的動機づけは、マーケット志向性創造的プロセス行動と正の関係を
有する。  
 
2.6 ジョブ・ローテーションと Off-JT  
研究開発組織において、メンバーにマーケット志向を身に付けるためには、どのよ
うなマネジメントが有効だろうか。一つには、ジョブ・ローテーションにより、販売
やマーケティング、事業部門を経験させ、スキルを身に付けさせる方法がある。ジョ
ブ・ローテーションには、従業員の活動やスキルを多様化し、動機づけを高める効果
が期待される。平野・内田・鈴木（2008）は、複数の職務を経験させる日本的なキャ
リアシステムのメリットとして、ジョブ・ローテーションによる幅広いキャリア形成
が、新規あるいは同種の知識・スキルをもたらして、新しい価値を創造する役割を担
っていることを指摘している。その一方で、配置転換に伴う経費の発生や、トレーニ
ング期間中の生産性の低下などのデメリットも存在する。  
このデメリットを回避する方法の一つとして、「Off the Job Training」（Off-JT）が
ある。例えば、マーケティングに関する社内研修やセミナーへの参加を通じて、マー
ケティングの知識を体系的に学習させることができる。  
 本研究の第 4 の仮説は、研究開発組織と事業部門、あるいはマーケティング部門と
のジョブ・ローテーションが、研究開発メンバーのマーケット志向の会得によって、
マーケット志向性創造的プロセス行動に正の影響を与えるという仮説である。同様に、
研究開発組織におけるマーケティング研修（Off-JT）が、マーケット志向性創造的プロ
セス行動に正の影響を与えるという仮説を提起する。本研究の第 4 の仮説は以下の通
りである。  
 
  仮説 4-a：研究開発組織と事業部門の間のジョブ・ローテーションは、マーケット
志向性創造的プロセス行動と正の関係を有する。  
 
  仮説 4-b：研究開発組織とマーケティング部門の間のジョブ・ローテーションは、
マーケット志向性創造的プロセス行動と正の関係を有する。  
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  仮説 4-c：研究開発組織における Off-JT は、マーケット志向性創造的プロセス行動
と正の関係を有する。  
 
2.7 組織機能 
 研究開発組織におけるマーケット志向のキャリア開発が創造的成果物の創出におい
て有効だとすれば、組織の観点では、研究開発組織にマーケティング・リサーチ機能
を持たせることも、マーケット志向性創造的プロセス行動の促進要因になると考えら
れる。従って、本研究の第 5 の仮説は、研究開発組織にマーケティング・リサーチを
行うチームを組織する、あるいはマーケティング・リサーチの専門要員を配置するこ
とによって、マーケット志向性創造的プロセス行動に正の影響を与えるという仮説で
ある。本研究の第 5 の仮説は以下の通りである。  
 
  仮説 5：研究開発組織のマーケティング・リサーチ機能は、マーケット志向性創造
的プロセス行動と正の関係を有する。  
 
2.8 組織間コミュニケーション 
イノベーションのプロセス（①創造的なアイデアの創出、②アイデアの実行と商品
への落し込み、③市場に出して拡散する）は、研究開発組織だけで完結できるプロセ
スではない。①「創造的なアイデアの創出」は研究開発組織で完結できたとしても、
②「アイデアの実行と商品への落し込み」は研究開発組織と事業部門、マーケティン
グ部門との協業が必要であるし、③「市場に出して拡散する」プロセスは事業部門と
マーケティング部門が活動の主体となるだろう。従って、①「創造的なアイデアの創
造」の段階において、事業部門やマーケティング部門などの関連部門とコミュニケー
ションを十分に取っておくことが、その後のプロセスを効率的に進める上で重要とな
る。言い換えれば、アイデア創造段階において、事業部門やマーケティング部門のマ
ーケット志向をアイデアに織り込んでおくことが重要であると言える。  
そこで、第 6 の仮説として、研究開発組織と関係部門（事業部門、マーケティング
部門）との組織間コミュニケーションは、マーケット志向性創造的プロセス行動と正
の関係を有するという仮説を提起する。  
 
  仮説 6：研究開発組織と関係部門との組織間コミュニケーションは、マーケット志
向性創造的プロセス行動と正の関係を有する。  
 
2.9 コンフリクト 
 組織間のコンフリクトは、「2 名以上の人々あるいは 2 つ以上の集団が、相反する成
果を得ようとして対人間、集団間に生じる緊張状態のこと」（小川, 1995, p. 38）と定
義される。組織が違えば、メンバーの価値観、規範、仕事の進め方も異なる。同一の
目標に向かって協働して任務にあたる場合にも、資源（資金、人、機材、場所など）
をどのような配分で負担するのか、誰がどこまでの責任を持つのかなどが原因となり、
組織間でコンフリクトが生じる場合は多い。  
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 コンフリクトには、集団の目標達成を支援し、業績を向上させる生産的なコンフリ
クトと、集団業績を妨げる非生産的なコンフリクトが存在する。また、コンフリクト
には 3 タイプがあり、タスク・コンフリクト、プロセス・コンフリクト、関係コンフ
リクトに分類される。タスク・コンフリクトは業務内容や目標と関連したもの、プロ
セス・コンフリクトは、業務の進め方に関するもの、関係コンフリクトは対人関係に
焦点を当てたものである。この内、関係コンフリクトは、個人間の対立によるパーソ
ナリティの衝突が相互理解を失わせ、その結果、組織におけるタスクの完結を妨げる
ため、常に非生産的コンフリクトになると言われている（Jehn & Mannix, 2001）。一
方、低レベルのプロセス・コンフリクトと、低～中レベルのタスク・コンフリクトは
生産的コンフリクトであり、業績を向上させると言われている（Jehn & Mannix, 2001）。 
 本研究の第 7 の仮説は、研究開発組織と関係部門（事業部門、マーケティング部門）
との間のプロセス・コンフリクトおよびタスク・コンフリクトが、アイデアや仕事の
進め方に対する議論を活発化させ、結果的にマーケット志向性創造的プロセス行動に
つながるという仮説である。従って、本研究の第 7 の仮説は以下の通りである。  
 
仮説 7-a：研究開発組織と関係部門（事業部門、マーケティング部門）の間のプロ
セス・コンフリクトは、マーケット志向性創造的プロセス行動と正の関
係を有する。  
 
仮説 7-b：研究開発組織と関係部門（事業部門、マーケティング部門）の間のタス
ク・コンフリクトは、マーケット志向性創造的プロセス行動と正の関係
を有する。  
 
2.10 革新支援型組織風土 
革新支援型組織風土とは、創造的で革新的な変化に対して適応性があり、新しいア
イデアを探求するためのサポート機能があり、メンバーの多様性を受け入れることの
できる風土である（Siegel & Kaemmerer, 1978）。Scott & Bruce（1994）は、これらの
革新支援型組織風土が、従業員の革新的行動と密接に関係していることを明らかにし
た。しかし、多くの組織では、成功よりもむしろ失敗しなかったことに対して報酬を
与えるため、その結果、リスクを恐れるようになり、創造性は発揮されにくくなる。
こうした組織風土では、創造性の発揮は阻害されてしまう。実験が奨励され、失敗し
た人に対しても報酬が与えられ、過ちさえも称賛されるのが革新支援型組織風土の特
徴である（Robbins, 2005 高木訳 2009）。  
また、組織風土は機械的構造や有機的構造といった組織構造とも関連している。機
械的構造の組織では、業務は高次に水平分業され、堅固な階層的関係、固定的な任務、
公式化されたコミュニケーション・チャネル、中央集権的な意思決定といった特徴が
あり、コスト最小化戦略を追求する組織と相性が良い。一方、有機的組織では、業務
に柔軟性があり、共同作業が多く、非公式的なコミュニケーション、分権的な意思決
定が特徴で、革新的差別化戦略を追求する組織には柔軟性の高い有機構造が適してい
る（Robbins, 2005 高木訳 2009）。  
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さらに、組織風土は企業の競争環境とも密接に関係している。例えば、技術的要素
の低い成熟市場で競争していて、既存製品の売上を如何に伸ばすかが至上命題である
企業では、マーケティング部門が強い権限を有している（Robbins, 2005 高木訳 2009）。
強い権限が集まれば、関係組織に対しても影響力を行使できるようになる。その結果、
マーケティング部門で立てた戦略が全社戦略に与える影響も大きくなり、社内にはマ
ーケティング部門主導の組織風土が形成されることとなる。  
一方、研究開発組織が次々と創造的な成果物を生み出し、企業の業績に多大な貢献
を積み上げている企業では、イノベーションが戦略の柱となり、研究開発組織のリー
ダー権限（パワー）が強まると考えられる。  
本研究は、研究開発組織が創造的成果物を生み出すことによって、研究開発組織の
リーダーが強い権限を持つことにつながるという仮説を設定する。さらに、研究開発
組織のリーダーが強い権限を持つことによって、関係組織に対する影響力の行使が可
能となり、研究開発組織主導の革新支援型組織風土が形成されるという仮説を提起す
る。本研究の第 8、第 9 の仮説は以下の通りである。  
 
 仮説 8：研究開発組織の創造的成果物は、研究開発組織のリーダー権限と正の関係
を有する。  
 
 仮説 9：研究開発組織のリーダー権限は、革新支援型組織風土と正の関係を有する。 
 
以上、本研究では 9 つの仮説を提起した。図 3 に、これらの仮説が革新的組織風土
に至るまでの影響過程の分析枠組みを示す。  
 
 
図 3 本研究における革新支援型組織風土に至る影響過程の分析枠組み  
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３． 方 法 
3.1  対象 
本研究は、日本国内に事業所がある企業で、製造業の研究開発組織に勤務している
従業員を対象に、質問票形式によるオンライン・サーベイを実施した。対象者は以下
の条件全てを満たす 300 名であった。  
・業種：勤務先業種（大区分）：製造業  
・所属部署：製品・サービス開発、または研究  
・職種：職種（大区分）：技術系（電気、電子、機械）、または技術系（素材、食
品、メディカル）  
 上記条件に該当するオンライン・サーベイを専門とする調査会社のモニターに対し
て対象を無作為に抽出し、インターネットを通じて調査票の配布と回収を行った。尚、
本調査に現在の所属部署を尋ねる質問項目を設け、研究または商品・サービス開発以
外の部署に所属していると回答した 18 名を除外し、282 名の回収データを解析対象と
した。解析対象者の平均年齢は 47.6±9.0 歳、男性 265 名（94%）、女性 17 名（6%）
であった。  
 
3.2  データ解析  
 収集したデータは、SPSS statistics（ver. 24）を用いて解析された。心理測定尺度の
次元抽出に際しては、探索的因子分析により検証を行い、測定尺度ごとに信頼性係数
（Cronbach’s α）を算出することにより、測定尺度の内的一貫性の確認を行った。各
測定尺度間の関係性は、相関分析と階層的重回帰分析により検証を行った。相関分析
と階層的重回帰分析における係数の有意性検定においては、危険率 10%未満（両側検
定：† p < .10）を有意傾向、5%未満（両側検定：* p < .05, ** p < .01, *** p < .001）を有
意とした。また、階層的重回帰分析において独立変数として投入した変数間に、多重
共線性の疑いを示す値（VIF > 10）は、いずれの回帰式においても確認されなかった。 
 
3.3  測定尺度 
創造性と創造的プロセス行動：創造性は、Zhou & George（2001）の 13 項目を用い
た。創造的プロセス行動は、Zhang & Bartol（2010）の測定尺度に、技術志向とマー
ケット志向を加えた独自の 10 項目の測定尺度を作成した。例えば、原版の「わたしは、
問題に直面したとき、問題を要素別に細分化して考える」という質問項目は、「わた
しは、問題に直面したとき、問題を技術的な要素に分解して考える」と「わたしは、
問題に直面したとき、マーケット（顧客、他社製品、市場規模、トレンド）の視点を
取り入れて、解決方法を考える」という質問項目に改変した。他にも、「わたしは、
新しいアイデアを生み出すときには、事業部門やマーケティング部門にヒアリングし
て情報を入手する」や「わたしは、事業部門やマーケティング部門との関係性構築を
心掛けている」という質問項目を設けた。それぞれ「7. 全くその通り」～「1. 全く違
う」の 7 段階の間隔尺度（リッカート尺度）で回答を求めた。  
これら 23 項目に因子分析（主因子法・プロマックス回転）を行った結果、固有値 1
以上で 3 因子が抽出された。そこで、3 因子をそれぞれ第 1 因子は創造性（9 項目, α 
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= .947）、第 2 因子は技術志向性創造的プロセス行動（6 項目, α = .797）、第 3 因子は
マーケット志向性創造的プロセス行動（5 項目, α = .883）と命名し、尺度の構成を行っ
た。いずれの尺度においても内的整合性が確認された。  
 
創造的成果物：創造的成果物は、独自に作成した 4 項目を用いて測定した。アンケ
ート票では、はじめに「創造的成果物」と「委託成果物」の定義（本論文 2.3 参照, p. 8）
を明記し、その定義に従って回答するよう依頼した。その上で、「あなたの会社で直
近 3 年間で発売された新商品を振り返って」、自身の仕事の成果、職場（研究開発組
織）の成果、会社の成果が、「創造的成果物」の方が「委託成果物」よりも多いか否
かを、「7. 全くその通り」～「1. 全く違う」の 7 段階の間隔尺度（リッカート尺度）
により回答を求めた。さらに、直近 3 年間に発売された新商品における創造的成果物
の割合を尋ね、「7. 90%以上」、「6. 75%以上 90%未満」、「5. 50%以上 75%未満」、
「4. 25%以上 50%未満」、「3. 10%以上 25%未満」、「2. 1%以上 10%未満」、「1. 1%
未満」の 7 段階で回答を求めた。因子分析の結果、主成分分析法で 1 因子尺度である
ことが判明し、4 項目を 1 つの因子と尺度化した。信頼性係数は α = .775 であり、尺度
の内的整合性が確認された。  
 
内発的動機づけ：内発的動機づけは、Zhang & Bartol（2010）の 3 項目を用いて、
「7. 全くその通り」～「1. 全く違う」の 7 段階の間隔尺度（リッカート尺度）で回答
を求めた。因子分析の結果、主成分分析法で 1 因子のみが抽出され、1 因子尺度として
扱った。信頼性係数は α = .828 であり、高い内的整合性を示していた。  
 
ジョブ・ローテーションと Off-JT：ジョブ・ローテーションは、研究開発組織と事
業部門、研究開発組織とマーケティング部門で 2 項目ずつを作成した。具体的には、
「私の部署（研究開発部門）は、事業部門から人材が定期的に異動してくる」、「私
の部署（研究開発部門）は、事業部門に人材が定期的に異動していく」といった質問
であった。それぞれ「7. 全くその通り」～「1. 全く違う」の 7 段階の間隔尺度（リッ
カート尺度）で回答を求めた。因子分析の結果、事業部門とマーケティング部門とで
それぞれ主成分分析法で 1 因子が抽出され、2 項目による尺度構成を行った。信頼性係
数は、「事業部門とのジョブ・ローテーション」が α = .932、「マーケティング部門と
のジョブ・ローテーション」が α = .921 であり、いずれも高い内的整合性を示してい
た。  
Off-JT は、「わたしの部署（研究開発部門）では、マーケティングに関する研修が
会社から用意されている」の 1 項目で質問した。「7. 全くその通り」～「1. 全く違う」
の 7 段階の間隔尺度（リッカート尺度）で回答を求めた。  
 
組織機能：組織機能は、「あなたの会社の研究開発部門には、マーケティング・リ
サーチを専門で行うメンバーがいますか。あるいは、研究開発部門にマーケティング・
リサーチを行う専門部隊（課）がありますか」という 1 項目を作成し、「1. 専門部隊
（課）がある」、「2. 専門部隊（課）はないがメンバーはいる」、「3. どちらもない」
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で回答を求めた。1 と 2 の回答をダミー変数 1 =「マーケティング・リサーチ機能有り」、
3 の回答をダミー変数 0 =「マーケティング・リサーチ機能無し」とした。  
 
組織間コミュニケーション：組織間コミュニケーションは、独自に作成した以下の 4
項目で測定した。「わたしは、わたしの研究開発テーマの最終的なアウトプット（製
品）のマーケット（顧客、他社製品、市場規模、トレンド）について、理解している」、
「わたしは、研究開発テーマの最終的なアウトプット（製品）のマーケット（顧客、
他社製品、市場規模、トレンド）の情報を、関係部署から入手している」、「わたし
は、研究開発テーマの技術的な情報を、関係部署が理解しやすいように伝えている」、
「わたしの会社の関係部署（事業部門）のメンバーは、わたしの研究開発テーマの技
術的な情報をよく理解している」の質問に対し、「7. 全くその通り」～「1. 全く違う」
の 7 段階の間隔尺度（リッカート尺度）で回答を求めた。因子分析の結果、主成分分
析法で 1 因子尺度であることが判明し、4 項目による尺度構成を行った。信頼性係数は
α = .702 であり、尺度の内的整合性が確認された。  
 
コンフリクト：コンフリクトは、Jehn & Mannix（2001）の 9 項目を用いて、「7. 全
くその通り」～「1. 全く違う」の 7 段階の間隔尺度（リッカート尺度）で回答を求め
た。因子分析の結果、主因子法（プロマックス回転）で 2 因子が抽出され、それぞれ
第 1 因子はタスク・コンフリクト（5 項目 , α = .883）、第 2 因子はプロセス・コンフリ
クト（4 項目, α = .919）と命名され、尺度構成を行った。両因子ともに高い内的整合性
を示していた。  
 
リーダー権限：リーダー権限は、独自に作成した以下の 5 項目で測定した。職場（研
究開発組織）の部署長が、「会社の事業戦略或いは事業方針を決定に関して、権限を
持っている」、「研究開発戦略（R&D 戦略）の決定に関して、権限を持っている」、
「新商品戦略の決定に関して、権限を持っている」、「新商品の開発スケジュールの
決定に関して、権限を持っている」、「新商品の発売スケジュールの決定に関して、
権限を持っている」の質問に対し、「7. 全くその通り」～「1. 全く違う」の 7 段階の
間隔尺度（リッカート尺度）で回答を求めた。因子分析の結果、主成分分析法で 1 因
子尺度であることが判明し、5 項目による尺度構成を行った。信頼性係数は α = .913 で
あり、高い内的整合性を示した。  
 
革新支援型組織風土：革新支援型組織風土の測定尺度は、Siegel & Kaemmerer（1978）
によって確立され、Scott & Bruce（1994）が改変した 22 項目の中から、第 1 因子であ
る「革新支援型（support for innovation）風土」に帰属した 13 項目を用いた。それぞ
れ「7. 全くその通り」～「1. 全く違う」の 7 段階の間隔尺度（リッカート尺度）で回
答を求めた。因子分析の結果、主因子法（プロマックス回転）により固有値 1 の基準
で 3 因子が抽出された。そこで、第 1 因子は独自性支援型組織風土（7 項目 , α = .832）、
第 2 因子は創造性支援型組織風土（3 項目, α = .831）、第 3 因子は多様性支援型組織風
土（2 項目, α = .851）と命名され、尺度構成を行った。いずれの尺度においても高い内
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的整合性が確認された。尚、独自性支援型組織風土には、「わたしの職場（研究開発
部門）のメンバーは、他のメンバーと同じような方法で問題を解決する」や「わたし
の職場（研究開発部門）のメンバーは、新しい仕事の方法を試すよりも、従来の仕事
の方法にこだわる方だ」、「わたしの職場（研究開発部門）のメンバーは、変化を受
け入れるよりも、地位を築くことに関心が強い方だ」（全て逆転項目）といった項目
が含まれた。創造性支援型組織風土には、「わたしの職場（研究開発部門）は、創造
性を発揮することが推奨されている」や「わたしの職場（研究開発部門）では、創造
的な仕事ができる人はリーダーとして尊敬されている」といった項目が含まれた。多
様性支援型組織風土は、「わたしの職場（研究開発部門）のメンバーは、開放的で変
化に敏感である」、「わたしの職場（研究開発部門）のメンバーは、他のメンバーの
アイデアを良く褒める」の 2 項目であった。  
 
統制変数：本研究では、各回答者の属性に関する以下の諸変数を統計的にコントロ
ールした上で、各変数間の関係を検討した。即ち、①性別（ダミー変数 0 =「男性」, 1 
=「女性」）、②年齢、③勤続年数、④研究開発組織での勤務年数、の 4 変数を統制変
数とした。  
 
 以上、分析に使用した 20 変数の変数間の相関関係を表 2 に示す。  
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４． 結 果 （１） ： 仮説の検証  
4.1 創造的プロセス行動への影響 
まず、環境要因・組織要因が創造的プロセス行動に与える影響過程について検討を
行った。創造的プロセス行動は、「技術志向性創造的プロセス行動」と「マーケット
志向性創造的プロセス行動」の 2 種類についてそれぞれ検討した。表 3 に重回帰分析
の結果を示す。  
「技術志向性創造的プロセス行動」に有意な正の影響を与えた要因は、「内発的動
機づけ」（β = .53, p < .001）、「組織間コミュニケーション」（β = .30, p < .001）であ
り、有意傾向な正の影響を与えた要因は「事業部門とのジョブ・ローテーション」（β 
= .10, p < .10）であった。  
「マーケット志向性創造的プロセス行動」に有意な正の影響を与えた要因は、「内
発的動機づけ」（β = .17, p < .01）、「組織間コミュニケーション」（β = .49, p < .001）、
「タスク・コンフリクト」（β = .20, p < .001）であり、有意傾向な正の影響を与えた要
因は「マーケティング部門とのジョブ・ローテーション」（β = .12, p < .10）であった。  
以上の結果から、仮説 3-a、仮説 3-b、仮説 4-b、仮説 6、仮説 7-b の 5 仮説が支持さ
れ、仮説 4-a、仮説 4-c、仮説 5、仮説 7-a の 4 仮説は棄却された2。  
 
表 3 創造的プロセス行動への影響過程の重回帰分析結果
マーケット志向性創造的プロセス行動
β t β t
Step 1 [統制変数]
性別 .01 .06
年齢 .02 .08
勤務年数 .05 .10
研究開発組織勤務年数 -.06 -.06
　　　　　　　　　　　　　　　R 2  1 .00 .04 **
Step 2 [組織要因・環境要因]
内発的動機づけ .53 *** .17 **
ジョブ・ローテーション (マーケティング部門) -.04 .12 †
ジョブ・ローテーション (事業部門) .10 † -.02
Off-JT -.03 .04
マーケティング・リサーチ機能 -.03 .06
組織間コミュニケーション .30 *** .49 ***
プロセス・コンフリクト .06 -.07
タスク・コンフリクト -.03 .20 ***
　　　　　　　　　　　　　　　R 2  2 .52 *** .43 ***
　　　　　　　　　　　　　　ΔR 2 (1-2) .52 *** .39 ***
n = 282.
R 21, R
2
2 : それぞれ Step 1, 2における 調整済みR
2 の値.
ΔR 2(1-2)= R
2
2 -  R
2
1.
† p  < .10, * p  < .05, ** p  < .01, *** p  < .001.
技術志向性創造的プロセス行動
 
                                                   
2 仮説 3-a：内発的動機づけは、技術志向性創造的プロセス行動と正の関係を有する。  
仮説 3-b：内発的動機づけは、マーケット志向性創造的プロセス行動と正の関係を有する。  
仮説 4-a：事業部門とのジョブ・ローテーションは、マーケット志向性創造的プロセス行動と正の関係を有する。  
仮説 4-b：マーケティング部門とのジョブ・ローテーションは、マーケット志向性創造的プロセス行動と正の  
関係を有する。  
仮説 4-c：Off-JT は、マーケット志向性創造的プロセス行動と正の関係を有する。  
仮説 5：マーケティング・リサーチ機能は、マーケット志向性創造的プロセス行動と正の関係を有する。  
仮説 6：組織間コミュニケーションは、マーケット志向性創造的プロセス行動と正の関係を有する。  
仮説 7-a：プロセス・コンフリクトは、マーケット志向性創造的プロセス行動と正の関係を有する。  
仮説 7-b：タスク・コンフリクトは、マーケット志向性創造的プロセス行動と正の関係を有する。 
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4.2 創造性への影響 
次に、「創造性」への影響過程についての重回帰分析の結果を表 4 に示す。  
「創造性」に有意な正の影響を与えた要因は、「内発的動機づけ」（β = .42, p < .001）、
「プロセス・コンフリクト」（β = .10, p < .05）、「技術志向性創造的プロセス行動」
（β = .39, p < .001）であり、有意傾向な正の影響を与えた要因は「マーケット志向性創
造的プロセス行動」（β = .09, p < .10）であった。  
以上の結果、仮説 2 は支持された3。  
 
表 4 創造性への影響過程の重回帰分析結果  
β t
Step 1 [統制変数]
性別 -.02
年齢 .08
勤務年数 .01
研究開発組織勤務年数 .01
　　　　　　　　　　　　　　　R 2  1 .01 †
Step 2 [組織要因・環境要因]
内発的動機づけ .42 ***
ジョブ・ローテーション (マーケティング部門) .01
ジョブ・ローテーション (事業部門) .02
Off-JT -.06
マーケティング・リサーチ機能 -.05
組織間コミュニケーション .03
プロセス・コンフリクト .10 *
タスク・コンフリクト .05
　　　　　　　　　　　　　　　R 2  2 .58 ***
　　　　　　　　　　　　　　ΔR 2 (1-2) .57 ***
Step 3 [創造的プロセス行動]
技術志向性創造的プロセス行動 .39 ***
マーケット志向性創造的プロセス行動 .09 †
　　　　　　　　　　　　　　　R 2  3 .67 ***
　　　　　　　　　　　　　　ΔR 2 (2-3) .09 ***
n = 282.
R 21, R
2
2, R
2
3 : それぞれ Step 1, 2, 3における 調整済みR
2 の値.
ΔR 2(1-2)= R
2
2 -  R
2
1, ΔR
2
(2-3)= R
2
3 -  R
2
2.
† p  < .10, * p  < .05, ** p  < .01, *** p  < .001.
創造性
 
 
4.3 創造的成果物への影響 
「創造的成果物」への影響過程についての重回帰分析の結果を表 5 に示す。  
「創造的成果物」に有意な正の影響を与えた要因は、「マーケティング・リサーチ
機能」（β = .13, p < .05）であり、有意傾向な正の影響を与えた要因は「Off-JT」（β = .12, 
p < .10）と「創造性」（β = .18, p < .10）あった。一方、「創造的成果物」に有意傾向
な負の影響を与えた要因は、「マーケット志向性創造的プロセス行動」（β = -.15, p < .10）
であった。  
                                                   
3 仮説 2：マーケット志向性創造的プロセス行動は、創造性と正の関係を有する。 
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以上の結果、仮説 1 は支持された4。  
 
表 5 創造的成果物への影響過程の重回帰分析結果  
β t
Step 1 [統制変数]
性別 -.10
年齢 .01
勤務年数 -.06
研究開発組織勤務年数 .13
　　　　　　　　　　　　　　　R 2  1 .00
Step 2 [組織要因・環境要因]
内発的動機づけ -.06
ジョブ・ローテーション (マーケティング部門) -.06
ジョブ・ローテーション (事業部門) .11
Off-JT .12 †
マーケティング・リサーチ機能 .13 *
組織間コミュニケーション .13
プロセス・コンフリクト -.08
タスク・コンフリクト .02
　　　　　　　　　　　　　　　R 2  2 .06 **
　　　　　　　　　　　　　　ΔR 2 (1-2) .08 **
Step 3 [創造的プロセス行動]
技術志向性創造的プロセス行動 .11
マーケット志向性創造的プロセス行動 -.15 †
　　　　　　　　　　　　　　　R 2  3 .07 **
　　　　　　　　　　　　　　ΔR 2 (2-3) .02 †
Step 4 [創造性]
創造性 .18 †
　　　　　　　　　　　　　　　R 2  4 .08 **
　　　　　　　　　　　　　　ΔR 2 (3-4) .01 †
n = 282.
R 21, R
2
2, R
2
3, R
2
4 : それぞれ Step 1, 2, 3, 4における 調整済みR
2 の値.
ΔR 2(1-2)= R
2
2 -  R
2
1, ΔR
2
(2-3)= R
2
3 -  R
2
2, ΔR
2
(3-4)= R
2
4 - R
2
3.
† p  < .10, * p  < .05, ** p  < .01, *** p  < .001.
創造的成果物
 
 
4.4 リーダー権限への影響 
「リーダー権限」への影響過程についての重回帰分析の結果を表 6 に示す。  
「リーダー権限」に有意な正の影響を与えた要因は、「マーケット志向性創造的プ
ロセス行動」（β = .25, p < .01）であり、有意傾向な正の影響を与えた要因は「事業部
門とのジョブ・ローテーション」（β = .15, p < .10）であった。  
「創造的成果物」と「リーダー権限」の間に有意な関係は認められなかった。従っ
て、仮説 8 は棄却された5。 
 
 
 
                                                   
4 仮説 1：従業員の創造性は、創造的成果物と正の関係を有する。 
5 仮説 8：創造的成果物は、研究開発組織のリーダー権限と正の関係を有する。  
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表 6 リーダー権限への影響過程の重回帰分析結果  
β t
Step 1 [統制変数]
性別 .02
年齢 -.05
勤務年数 .02
研究開発組織勤務年数 .01
　　　　　　　　　　　　　　　R 2  1 -.01
Step 2 [組織要因・環境要因]
内発的動機づけ .11
ジョブ・ローテーション (マーケティング部門) -.08
ジョブ・ローテーション (事業部門) .15 †
Off-JT .01
マーケティング・リサーチ機能 .05
組織間コミュニケーション .07
プロセス・コンフリクト -.04
タスク・コンフリクト -.08
　　　　　　　　　　　　　　　R 2  2 .06 **
　　　　　　　　　　　　　　ΔR 2 (1-2) .09 ***
Step 3 [創造的プロセス行動]
技術志向性創造的プロセス行動 -.12
マーケット志向性創造的プロセス行動 .25 **
　　　　　　　　　　　　　　　R 2  3 .08 **
　　　　　　　　　　　　　　ΔR 2 (2-3) .03 *
Step 4 [創造性]
創造性 -.01
　　　　　　　　　　　　　　　R 2  4 .08 **
　　　　　　　　　　　　　　ΔR 2 (3-4) .00
Step 5 [創造的成果物]
創造的成果物 .09
　　　　　　　　　　　　　　　R 2  5 .08 **
　　　　　　　　　　　　　　ΔR 2 (4-5) .01
n = 282.
R 21, R
2
2, R
2
3, R
2
4, R
2
5 : それぞれ Step 1, 2, 3, 4, 5における 調整済みR
2 の値.
ΔR 2(1-2)= R
2
2 -  R
2
1, ΔR
2
(2-3)= R
2
3 -  R
2
2, ΔR
2
(3-4)= R
2
4 - R
2
3, ΔR
2
(4-5)= R
2
5 - R
2
4.
† p  < .10, * p  < .05, ** p  < .01, *** p  < .001.
リーダー権限
 
 
4.5 組織風土への影響 
組織風土に関しては、「独自性支援型組織風土」、「創造性支援型組織風土」、「多
様性支援型組織風土」のそれぞれに対して重回帰分析を行った（表 7）。  
「独自性支援型組織風土」に有意な正の影響を与えた要因は「組織間コミュニケー
ション」（β = .18, p < .05）、有意な負の影響を与えた要因は「プロセス・コンフリク
ト」（β = -.24, p < .001）と「タスク・コンフリクト」（β = -.25, p < .001）であった。  
「創造性支援型組織風土」に有意な正の影響を与えた要因は「Off-JT」（β = .22, p 
< .001）、「組織間コミュニケーション」（β = .19, p < .01）、「リーダー権限」（β = .11, 
p < .05）であり、有意な負の影響を与えた要因は「年齢」（β = -.15, p < .05）と「タス
ク・コンフリクト」（β = -.16, p < .01）、有意傾向な負の影響を与えた要因は、「マー
ケティング部門とのジョブ・ローテーション」（β = -.14, p < .10）であった。  
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「多様性支援型組織風土」に有意な正の影響を与えた要因は、「性別」（β = .14, p < .01）、
「組織間コミュニケーション」（β = .48, p < .001）、「リーダー権限」（β = .15, p < .01）
であり、有意傾向な負の影響を与えた要因は「マーケット志向性創造的プロセス行動」
（β = -.12, p < .10）であった。尚、性別は女性であることが多様性支援型組織風土に正
の影響を与えた。  
以上の結果から、仮説 9 に関しては、「創造性支援型組織風土」と「多様性支援型
組織風土」で支持され、「独自性支援型組織風土」では支持されなかった6。 
 
表 7 独自性／創造性／多様性支援型組織風土への影響過程の重回帰分析結果  
 
β t β t β t
Step 1 [統制変数]
性別 -.01 .02 .14 **
年齢 -.07 -.15 * -.05
勤務年数 .15 .02 .05
研究開発組織勤務年数 -.14 .04 -.07
　　　　　　　　　　　　　　　R 2  1 .00 .01 .03 *
Step 2 [組織要因・環境要因]
内発的動機づけ .02 .13 .02
ジョブ・ローテーション (マーケティング部門) .01 -.14 † .01
ジョブ・ローテーション (事業部門) .09 .12 .06
Off-JT .05 .22 *** .04
マーケティング・リサーチ機能 -.05 .06 -.01
組織間コミュニケーション .18 * .19 ** .48 ***
プロセス・コンフリクト -.24 *** .08 .03
タスク・コンフリクト -.25 *** -.16 ** .02
　　　　　　　　　　　　　　　R 2  2 .18 *** .24 *** .26 ***
　　　　　　　　　　　　　　ΔR 2 (1-2) .20 *** .26 *** .24 ***
Step 3 [創造的プロセス行動]
技術志向性創造的プロセス行動 -.11 .13 -.03
マーケット志向性創造的プロセス行動 .00 -.09 -.12 †
　　　　　　　　　　　　　　　R 2  3 .18 *** .25 *** .26 ***
　　　　　　　　　　　　　　ΔR 2 (2-3) .00 .01 .01
Step 4 [創造性]
創造性 .05 -.02 .06
　　　　　　　　　　　　　　　R 2  4 .17 *** .25 *** .25 ***
　　　　　　　　　　　　　　ΔR 2 (3-4) .00 .00 .00
Step 5 [創造的成果物]
創造的成果物 .08 .08 .08
　　　　　　　　　　　　　　　R 2  5 .18 *** .25 *** .26 ***
　　　　　　　　　　　　　　ΔR 2 (4-5) .00 .01 † .01 †
Step 6 [リーダー権限]
リーダー権限 -.06 .11 * .15 **
　　　　　　　　　　　　　　　R 2  6 .18 *** .26 *** .28 ***
　　　　　　　　　　　　　　ΔR 2 (5-6) .00 .01 * .02 **
n = 282.
R 21, R
2
2, R
2
3, R
2
4, R
2
5, R
2
6 : それぞれ Step 1, 2, 3, 4, 5, 6における 調整済みR
2 の値.
ΔR 2(1-2)= R
2
2 -  R
2
1, ΔR
2
(2-3)= R
2
3 -  R
2
2, ΔR
2
(3-4)= R
2
4 - R
2
3, ΔR
2
(4-5)= R
2
5 - R
2
4, ΔR
2
(5-6)= R
2
6 - R
2
5.
†
 p  < .10, * p  < .05, ** p  < .01, *** p  < .001.
多様性支援型組織風土独自性支援型組織風土 創造性支援型組織風土
 
 
 
 
 
 
                                                   
6 仮説 9：研究開発組織のリーダー権限は、革新支援型組織風土と正の関係を有する。  
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５． 仮説の再構築と修正モデルの提示 
 本研究では、仮説の設定段階において、「研究開発組織における創造的成果物の創
出が、リーダーの権限（パワー）を強化し、研究開発組織主導の革新支援型組織風土
が形成される」という影響過程を想定していた。しかしながら、重回帰分析の結果、
この前提に沿った仮説は統計的に支持されなかった。この原因の 1 つとして、本研究
の調査デザイン上の限界が影響している可能性が考えられる。本研究では、企業の研
究開発組織に勤務する従業員のみを調査対象としたため、研究開発組織に属する人材
からの「創造的成果物」に対する認識しか変数情報に含まれていない。そのため、研
究開発組織の外側（事業部門、マーケティング部門）に属する人材と、研究開発組織
に属する人材との間に、「創造的成果物」に関する認識にギャップがあった可能性が
考えられる。具体的には、研究開発組織のメンバーは「創造的成果物」であると知覚
していた事象について、事業部門やマーケティング部門がその事象を同様（等価）に
知覚していたかどうかは、本調査デザインでは必ずしも正確に検討することができず、
両者に認知上の齟齬が存在していた可能性は否めない。  
ただし、興味深い結果として、本研究の重回帰分析結果より、「マーケット志向性
創造的プロセス行動」と「リーダー権限」の間に正の直接的な関係が存在していた（β 
= .25, p < .01）。このことは、研究開発組織のメンバーがどの程度マーケットを意識し
た行動をとっているかが、研究開発組織と他部門（事業部門、マーケティング部門）
との部門間の知覚ギャップを解消する効果があることを示唆している。  
一方、先行研究では、革新支援型組織風土は内発的動機づけを高め（Amabile, 1988）、
革新的行動を促進する（Scott & Bruce, 1994）ことが報告されている。また、James, 
Hartman, Stebbins & Jones（1977）によると、組織風土とは従業員が組織から何を期
待され、期待に応えるためにはどのような成果を出さなくてはならず、そのためにど
のような行動を取れば良いのかを、自己認知させるものである。即ち、組織風土には
仕事の成果をポジティブな方向に「調整する効果」（moderating effect）があると考
えられる。従って、本研究の仮説の分析枠組みにおいても、創造的成果物に至るまで
の影響過程で、組織風土が「調整変数」として機能している可能性が考えられた。  
 そこで、当初の仮説モデルを再構築し、創造性と創造的成果物との間の正の直接的
な関係、およびマーケット志向性創造的プロセス行動と創造的成果物との間の負の直
接的な関係において、独自性／創造性／多様性支援型組織風土が調整変数として作用
しているという修正モデルを提示する。具体的には、図 4 に示した修正モデルをもと
に、以下の修正仮説を提起する。  
 
 仮説 10-a：独自性支援型組織風土は、創造性と創造的成果物の間の正の関係を、
正の方向に調整する。  
 
 仮説 10-b：創造性支援型組織風土は、創造性と創造的成果物の間の正の関係を、
正の方向に調整する。  
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 仮説 10-c：多様性支援型組織風土は、創造性と創造的成果物の間の正の関係を、
正の方向に調整する。  
 
仮説 11-a：独自性支援型組織風土は、マーケット志向性創造的プロセス行動と創
造的成果物の間の負の関係を、正の方向に調整する。  
 
 仮説 11-b：創造性支援型組織風土は、マーケット志向性創造的プロセス行動と創
造的成果物の間の負の関係を、正の方向に調整する。  
 
 仮説 11-c：多様性支援型組織風土は、マーケット志向性創造的プロセス行動と創
造的成果物の間の負の関係を、正の方向に調整する。  
 
図 4 修正モデルにおける創造的成果物に至る影響過程の分析枠組み  
 
独自性／創造性／多様性
支援型組織風土
独自性／創造性／多様性
支援型組織風土
＋
＋
創 造 性 創造的成果物
マーケット志向性
創造的プロセス行動
【組織要因】
ジョブ・ローテーション
（マーケティング部門）
（事業部門）
Off-JT
マーケティング・
リサーチ機能
【環境要因】
内発的動機づけ
組織間コミュニケーション
プロセス・コンフリクト
タスク・コンフリクト
 
実線は正の影響、破線は負の影響を表す。  
 
６． 結 果 （２） ： 修正モデルの検証 
6.1  組織風土の交互作用 
独自性／創造性／多様性支援型組織風土に関して、創造的成果物に至る影響過程に
おける調整効果について、重回帰分析により検討した。その結果、有意な正の関係が
認められた組み合せは、①創造性×独自性支援型組織風土（β = .12, p < .05）、②マー
ケット志向性創造的プロセス行動×独自性支援型組織風土（β = .14, p < .05）、有意傾
向な正の関係が認められた組み合せは③創造性×創造性支援型組織風土（β = .12, p 
< .10）であった。  
図 5 に交互作用効果の検討結果を示した（回帰分析の結果は Appendix 1 参照）。創
造性と創造的成果物の間の正の関係は、独自性支援型組織風土および創造性支援型組
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織風土によってより強まる方向に調整され、マーケット志向性創造的プロセス行動と
創造的成果物の間の負の関係は、独自性支援型組織風土によって打ち消される方向に
調整されることが示された。  
 以上の結果から、仮説 10-a、仮説 10-b、仮説 11-a の 3 仮説が支持され、仮説 10-c、
仮説 11-b、仮説 11-c の 3 仮説は棄却された7。  
  
図 5 創造的成果物に対する独自性／創造性支援型組織風土の交互作用効果  
(1) 創造性×独自性支援型組織風土      (2) 創造性×創造性支援型組織風土  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 (3) マーケット志向性創造的プロセス行動×独自性支援型組織風土  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                   
7 仮説 10-a：独自性支援型組織風土は、創造性と創造的成果物の間の正の関係を、正の方向に調整する。  
仮説 10-b：創造性支援型組織風土は、創造性と創造的成果物の間の正の関係を、正の方向に調整する。  
仮説 10-c：多様性支援型組織風土は、創造性と創造的成果物の間の正の関係を、正の方向に調整する。  
仮説 11-a：独自性支援型組織風土は、マーケット志向性創造的プロセス行動と創造的成果物の間の  
負の関係を、正の方向に調整する。  
仮説 11-b：創造性支援型組織風土は、マーケット志向性創造的プロセス行動と創造的成果物の間の  
負の関係を、正の方向に調整する。  
仮説 11-c：多様性支援型組織風土は、マーケット志向性創造的プロセス行動と創造的成果物の間の  
負の関係を、正の方向に調整する。  
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6.2  パス解析結果 
本研究の創造的成果物の創出モデルに関するパス解析結果をまとめる。全体を図示
するとパス図が複雑となるため、組織要因（ジョブ・ローテーション、Off-JT、マーケ
ティング・リサーチ機能）と環境要因（コンフリクト、コミュニケーション、内発的
動機づけ、組織風土）の 2 つに分割して図示した。図 6 に組織要因からの影響過程、
図 7 に環境要因からの影響過程を示す（全体の影響過程は Appendix 2 参照）。本研究
の結果は、以下のように要約される。  
 
【組織要因からの影響過程】  
(1) 「事業部門とのジョブ・ローテーション」は、「技術志向性創造的プロセス行
動」（β = .10, p < .10）に対し、有意傾向な正の影響を与える。  
(2) 「マーケティング部門とのジョブ・ローテーション」は、「マーケット志向性
創造的プロセス行動」（β = .12, p < .10）に対し、有意傾向な正の影響を与える。  
(3) 「研究開発組織におけるマーケティング研修（Off-JT）」は、「創造的成果物」
（β = .12, p < .10）に対し、有意傾向な正の影響を与える。  
(4) 「研究開発組織におけるマーケティング・リサーチ機能」は、「創造的成果物」
（β = .13, p < .05）に対し、有意な正の影響を与える。  
 
【環境要因からの影響過程】  
(5) 「内発的動機づけ」は、「技術志向性創造的プロセス行動」（β = .53, p < .001）、
「マーケット志向性創造的プロセス行動」（β = .17, p < .01）、「創造性」（β = .42, 
p < .001）に対し、有意な正の影響を与える。  
(6) 「組織間コミュニケーション」は、「技術志向性創造的プロセス行動」（β = .30, 
p < .001）と「マーケット志向性創造的プロセス行動」（β = .49, p < .001）に対
し、有意な正の影響を与える。  
(7) 「タスク・コンフリクト」は、「マーケット志向性創造的プロセス行動」（β = .20, 
p < .001）に対し、有意な正の影響を与える。  
(8) 「プロセス・コンフリクト」は、「創造性」（β = .10, p < .05）に対し、有意な
正の影響を与える。  
(9) 「独自性支援型組織風土」は、「創造性」と「創造的成果物」の間の正の関係
を有意に正の方向に調整（β = .12, p < .05）し、「マーケット志向性創造的プロ
セス行動」と「創造的成果物」の間の負の関係を有意に正の方向に調整する（β 
= .14, p < .05）。  
(10) 「創造性支援型組織風土」は、「創造性」と「創造的成果物」の間の正の関係
を有意傾向に正の方向に調整する（β = .12, p < .10）。  
 
【共通の影響過程】  
(11) 「技術志向性創造的プロセス行動」は、「創造性」（β = .39, p < .001）に対し、
有意な正の影響を与える。  
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(12) 「マーケット志向性創造的プロセス行動」は、「創造性」（β = .09, p < .10）に
対し有意傾向な正の影響を与え、「創造的成果物」（β = -.15, p < .10）に対し有
意傾向な負の影響を与える。  
(13) 「創造性」は、「創造的成果物」（β = .18, p < .10）に対し、有意傾向な正の影
響を与える。  
 
図 6 組織要因から創造的成果物に至るパス図 a, b, c 
創 造 性 創造的成果物
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創造的プロセス行動
ジョブ・ローテーション
（事業部門）
ジョブ・ローテーション
（マーケティング部門）
マーケティング・
リサーチ機能
技術志向性
創造的プロセス行動
.10†
.12†
.39***
.09†
.12†
.13*
-.15†
.18†
Off-JT
 
a. n = 282 
b. 直線は正の関係、破線は負の関係を示す  
c. †p < .10, * p < .05, ** p < .01, *** p < .001 
 
図 7 環境要因から創造的成果物に至るパス図 a, b, c 
独自性支援型
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-.15†
.18†
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.12†
 
a. n = 282 
b. 直線は正の関係、破線は負の関係を示す  
c. †p < .10, * p < .05, ** p < .01, *** p < .001 
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７．考 察 
7.1  結果の概要  
本研究の「基本的前提」（basic assumption）は、研究開発組織が効率良く成果を生
み出す（創造的成果物を創出する）ためには、マーケット志向にもとづく創造性の発
揮が必要であるというものであり、この大枠の前提のもとに個別の仮説設定を行った。
本研究では、創造性プロセスをアイデア創出段階である「創造的プロセス行動」と、
アイデアを具現化する段階である「創造性」に大別した。さらに、「創造的プロセス
行動」をマーケット志向にもとづく「マーケット志向性創造的プロセス行動」と、技
術志向にもとづく「技術志向性創造的プロセス行動」に分類した。その上で、「マー
ケット志向性創造的プロセス行動」が「創造性」を経由して「創造的成果物」に正の
影響を与えるという具体的な作業仮説を設定し、重回帰分析による検証を行った。  
検証の結果、「技術志向性創造的プロセス行動」と「マーケット志向性創造的プロ
セス行動」はいずれも「創造性」に正の影響を与え、「創造性」は「創造的成果物」
に正の影響を与えるという本研究の前提に支持的な結果を得ることができた。しかし、
「創造性」に対する関係性は、「マーケット志向性創造的プロセス行動」よりも「技
術志向性創造的プロセス行動」の方が強く、さらに「マーケット志向性創造的プロセ
ス行動」と「創造的成果物」の間には負の直接的な関係が認められた。  
このように本研究の前提と矛盾する結果が得られたため、再度文献レビューをもと
に修正モデルの提起を行った。特に、「創造性」と「マーケット志向性創造的プロセ
ス行動」から「創造的成果物」へと至る経路において、組織風土が果たしうる役割に
ついて目を向け、図 4 に示したモデルの修正が行われ、修正仮説が提起された。  
修正モデルを再検証した結果、「創造性」と「創造的成果物」の間の正の関係は、
「独自性および創造性支援型組織風土」によって正の調整効果を受けること、また、
「マーケット志向性創造的プロセス行動」と「創造的成果物」の間の負の関係は、「独
自性支援型組織風土」によって正の調整効果を受けることが示された。  
さらに、本研究では、組織要因・環境要因が「創造性」および「創造的成果物」に
与える影響として、他にも興味深い知見が得られた。  
組織要因としては、「マーケティング・リサーチ機能」と「Off-JT」（マーケティン
グスキルに関する研修）が「創造的成果物」に対して正の直接的な影響を与えた（た
だし、Off-JT は有意傾向）。この結果は、企業が外的な環境変化に対応しつつ競争優
位を発揮するためには、多様で幅の広いスキルをもつ人材を獲得・育成することが重
要であるという Wright & Snell（1998）の主張を支持している。研究開発組織におい
て、スペシャリストとしての技術的スキルを向上させると同時に、マーケティングの
領域にもスキルの幅を広げ、より広い視野を持つことの重要性が、本研究でも認めら
れたと言える。また、「事業部門とのジョブ・ローテーション」が「技術志向性創造
的プロセス行動」に、「マーケティング部門とのジョブ・ローテーション」が「マー
ケット志向性創造的プロセス行動」にそれぞれ正の直接的な影響を与えた（ただし、
いずれも有意傾向）。この結果も、人事交流によるスキルの多様化が、創造性の幅を
広げることを示唆している。  
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環境要因としては、「内発的動機づけ」が「技術志向性創造的プロセス行動」およ
び「マーケット志向性創造的プロセス行動」、「創造性」に正の直接的な影響を与え
た。この結果は、創造性には「内発的動機づけ」が根底に必要であるという Amabile
（1988）の主張を支持している。また、「組織間コミュニケーション」は「技術志向
性およびマーケット志向性創造的プロセス行動」に正の影響を与えた。この結果は、
組織間の連携を促進する情報交流が、創造性を発揮する上で重要な要因であることを
示している。さらに、「タスク・コンフリクト」は「マーケット志向性創造的プロセ
ス行動」に、「プロセス・コンフリクト」は「創造性」にそれぞれ正の影響を与えた。
Robbins（2005, 高木訳 2009）によると、「集団や組織のメンバー間における異質性は、
創造性を高め、意思決定の質を向上させ、メンバーの柔軟性を高めることによって変
革を促進する」（p. 329）効果があり、本研究の結果もこの主張を支持するものであっ
た。  
 
7.2  既存研究への貢献と今後の課題 
本研究と従来の創造性研究との最大の違いは、研究開発組織における創造性のプロ
セスに、「技術志向」と「マーケット志向」という視点を加えた点であった。本研究
によれば、研究開発組織における「技術志向」と「マーケット志向」は、創造性プロ
セスに対して異なる作用をもたらした。特に「マーケット志向」が創造性プロセスに
おいて効果的に機能するためには、「組織風土」によるサポートが欠かせないことが
示された。  
また、本研究では Siegel & Kaemmerer（1978）や Scott & Bruce（1994）らが提唱し
た「革新支援型組織風土」が、因子分析によって「独自性支援型組織風土」「創造性
支援型組織風土」「多様性支援型組織風土」の 3 因子に再定義された。「独自性支援
型組織風土」は従来のやり方とは異なる発想やアプローチが推奨される風土であり、
「創造性支援型組織風土」は創造性の発揮が推奨される風土、「多様性支援型組織風
土」は多様な発想や変化を受け入れ推奨する風土であった。本研究では、これら 3 つ
の組織風土が、創造的成果物に対してそれぞれ異なる調整効果を有することが示され
た。本研究によって、従来では「革新支援型組織風土」としてひとまとめに捉えられ
ていた組織風土が、細分化可能な概念であることが示された。今後、これらの組織文
化について詳細な検討が行われることで、より具体的で実務的含意の高い組織風土の
モデル化が可能になることが期待される。  
一方、本研究は研究開発組織の「従業員の創造性」に着目して検証を行ったが、創
造的成果物に至る過程における「組織の創造性」については検証されなかった。Kanter
（1988）のイノベーションのプロセスは、①「問題発見・アイデア創出」、②「アイ
デア実現のための協力者獲得」、③「製品実現化」、④「市場への拡散」の 4 つのプ
ロセスであるが、この内の②～④のプロセスについては十分な検証がされなかったこ
とになる。この点は、本研究の限界も絡んでおり、本研究が研究開発組織の従業員を
対象に調査を実施したことが影響している。何故ならば、上記②～④のプロセスは、
事業部門やマーケティング部門が担う役割が大きくなるためである。  
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また、組織がイノベーションを実現するためには、関係部署を巻き込み、必要な資
源（人材・材料・資金など）を獲得する社会的ネットワーク（social network）形成能
力が重要であることが、多くの文献で指摘されている（Baer, 2012; Perry-Smith & 
Mannucci, 2017; 関口, 2015; Zhou, Shin, Brass, Choi & Zhang, 2009）。また、イノベ
ーションに適した組織構造（有機的構造）や、knowing-doing gap（Pfeffer & Sutton, 
1999）に代表される関係組織間の心理的要因の影響についても考慮が必要である。さ
らに、リーダーシップの影響に関しても、組織の変革を促す変革型リーダーシップ
（Avolio & Bass, 1995）や、リーダーの在籍期間（在籍期間が長ければ、プロジェクト
を成功に導くための知識や正当性が蓄積されるはずである）は、無視できない重要な
要因である。  
従って、イノベーションのプロセス全体を検討するためには、より規模の大きな調
査と、複合的な要素を加味した仮説設定が必要となる。今後、業界を特定して部門横
断的な調査を実施するなど、調査の規模と範囲を広げ、社会的ネットワーク、組織構
造、心理的要因、リーダーシップの影響などの要因を考慮した検証を行うことが出来
れば、イノベーション・プロセスのより深い解明が可能になると考えられる。  
 
7.3  実務的含意 
本研究では、以下の 3 つの重要なインプリケーションが導き出された。  
(1) メンバーの「創造性」が、研究開発組織の「創造的成果物」へと効率的につながる
ためには、「独自性支援型」ないしは「創造性支援型」の組織風土が重要であるこ
と。  
(2) メンバーの「技術志向性創造的プロセス行動」は、「創造性」を介して「創造的成
果物」につながること。  
(3) メンバーの「マーケット志向性創造的プロセス行動」は、「独自性支援型」の組織
風土が弱い場合には研究開発組織の「創造的成果物」を抑制してしまうが、この組
織風土が強い場合には「創造的成果物」の創出を維持可能であること。  
 
これらのことから、技術的な視点で問題を発見し解決する「技術志向」のスキルは、
研究開発に従事する人材が本来持つべき要件として、欠かせない要素であると言える。
とは言え、本研究は技術者目線での独りよがりの創造性発揮を推奨する結果は示して
いない。本結果は、マーケットの視点から顧客ニーズの変化を捉えてアイデア創出に
つなげる「マーケット志向」も、「技術志向」と同様に創造性を促進し、「創造的成
果物」につながる経路が確認された。従って、研究開発組織が「マーケット志向」を
持つことは、「技術志向」の研究開発機能をより高めるための促進要因になり得ると
言える。この場合、「マーケット志向」が効果的に機能するためには、「独自性を支
援する組織風土」の存在が欠かせないことも本研究で明らかとなった重要なポイント
である。  
一方、川上（2005）は、顧客情報の利用は改善的な新製品開発の効率性を高めるが、
革新的な新製品の開発に対しては効果がなかったことを報告している。また、Song & 
Parry（1999）は、マーケティング部門によるリサーチ結果は、革新性の高い新製品に
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対してネガティブな初期判断を下すことがしばしばあり、マーケット志向と製品の革
新性は相反する場合があることを指摘している。本研究ではアウトプットの革新性に
ついては調査していないが、少なくとも「独自性を支援する組織風土」の下では、「マ
ーケット志向」が新製品の創造性を抑制することは回避できる。また、研究開発組織
にマーケティング・リサーチ機能を持たせることや、Off-JT によりマーケティングス
キルを身に付けさせることも、創造的な成果を生み出す上で有効であった。従って、
本研究の結果は、研究開発組織のメンバーが「技術志向」に加えて「マーケット志向」
を身に付けることは、創造的な成果物を創出し、研究開発を成功に導くための重要な
要素であることを示している。  
最後に、本研究の総括として、本研究の結果から導き出された研究開発組織におけ
る創造性マネジメントの重要なポイントを以下に要約する。  
 
(1) 研究開発組織メンバーは、第一に「技術志向」の専門性スキルの向上に努めるこ
とが重要である。  
(2) ジョブ・ローテーションや Off-JT によって、メンバーに「マーケット志向」を身
に付けさせることが創造性につながるが、同時にメンバーの独自性を支援する組
織風土作りが重要である。  
(3) 「技術志向」と「マーケット志向」のいずれの創造性においても、メンバーの内
発的動機づけを高めることが重要である。  
(4) 関係部門との連携を強化する組織間コミュニケーションやコンフリクトが、メン
バーの創造性を高める上で有効である。  
(5) 研究開発組織のメンバーが、先例にとらわれない独自の発想やアプローチを試み、
創造性を発揮することが推奨され、メンバーの多様な考え方やスキルを受け入れ
る組織風土を作ることが、創造的な成果物の創出につながる。  
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Appendix 2 創造的成果物創出モデルのパス解析結果（全体図）a, b, c 
 
内発的動機づけ 創 造 性 創造的成果物
マーケット志向性
創造的プロセス行動
ジョブ・ローテーション
（事業部門）
ジョブ・ローテーション
（マーケティング部門）
Off-JT
マーケティング・
リサーチ機能
組織間
コミュニケーション
タスク・
コンフリクト
プロセス・
コンフリクト
技術志向性
創造的プロセス行動.53***
.10†
.30***
.17**
.12†
.49***
.20***
.42***
.10*
.39***
.09†
.12†
.13*
-.15†
.18†
独自性支援型
組織風土
創造性支援型
組織風土
.14*.12*
.12†
 
a. n = 282 
b. 直線は正の関係、破線は負の関係を示す  
c. †p < .10, * p < .05, ** p < .01, *** p < .001 
 
